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規 則

北海道知事の資産等の公開に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１５号

北海道知事の資産等の公開に関する規則の一部を改正する規則
北海道知事の資産等の公開に関する規則（平成７年北海道規則第９６号）の一部を次のよう
に改正する。
別記第３号様式中「先物取引の事業・雑所得」を「先物取引の事業・譲渡・雑所得」に
改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

北海道立美術館条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１６号

北海道立美術館条例施行規則の一部を改正する規則
北海道立美術館条例施行規則（昭和６３年北海道規則第３１号）の一部を次のように改正する。
第２条第１項中「第３条第１項」を「第４条第１項」に改め、同条第２項中「第３条第２
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項」を「第４条第２項」に改める。
第３条中「第４条」を「第５条」に改める。
附 則

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第１９６号

北海道青少年健全育成条例（昭和３０年北海道条例第１７号）第１６条第１項第３号の規定によ

り、次の図書類を有害図書類として指定する。

平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ

図 書 類
の 種 別

図書コード 図 書 類 の 名 称 発 行 所 、 制 作 所 、 受 審 会 社 等

雑 誌 １６６３１‐０３ 人妻姦熟 comic 母子相姦 ３月号 平成２３年２月１２日発売 株 式 会 社 メ デ ィ ア ッ ク ス
同 ０６７５７‐０４ 特盛 Comic 人妻熟女ざかり ４月号 平成２３年２月２６日発売 同
同 ０６９８４‐４ COMIC PRISM Vol.2 平成２３年２月２５日発行 株式会社キルタイムコミュニケーション
同 １１５８５‐４ 愛の体験スペシャル DX ４月号 平成２３年２月２８日発行 株 式 会 社 竹 書 房
同 ０７６８９‐０４ 微熱 SUPERデラックス ４月号 平成２３年３月５日発売 株 式 会 社 セ ブ ン 新 社
同 １８１６１‐０３ BOY’Sピアス ３月号 平成２３年３月１日発行 株 式 会 社 ジ ュ ネ ッ ト
同 ０６３９９‐０４ DVDルージュ ４月号 平成２３年４月１日発行 サ ニ ー 出 版 株 式 会 社
指定の理由 著しく粗暴性を助長し、性的感情を刺激し、又は道義心を傷つけるもの等で

あって、青少年の健全な育成を害するおそれがあると認められるため

北海道告示第１９７号

昭和４５年北海道告示第７０３号（農業振興地域の指定）等の一部を次のように改正する。

その農業振興地域の区域を表示した図面は、北海道農政部農業経営局農地調整課並びに関

係総合振興局及び振興局に備え置いて縦覧に供する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 昭和４５年北海道告示第７０３号（農業振興地域の指定）の一部を次のように改正する。
音更地域の事項中「平成２２年北海道告示第３０２号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に
改める。
２ 昭和４５年北海道告示第２６７８号（農業振興地域の指定）の一部を次のように改正する。
七飯地域の事項中「平成２２年北海道告示第３０２号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に、

幕別地域の事項中「平成２２年北海道告示第３０２号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に改
める。
３ 昭和４６年北海道告示第２８１４号（農業振興地域の指定）の一部を次のように改正する。
北斗地域の事項中「平成２０年北海道告示第２１７号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に、
恵庭地域の事項中「平成１０年北海道告示第７３２号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に改
める。
４ 昭和４７年北海道告示第３３８９号（農業振興地域の指定）の一部を次のように改正する。
旭川地域の事項中「平成１７年北海道告示第２４４号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に、
函館地域の事項中「平成２２年北海道告示第３０２号」を「平成２３年北海道告示第２１６号」に改
める。

北海道告示第１９８号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、しろがね土地改良区か
ら、次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成２３．３．１１ 理 事 岡 田 幸 男 上川郡美瑛町字北瑛第２
同 同 同 本 山 久 和 同 美瑛町字美沢早崎
同 同 同 坂 上 勝 美 同 美瑛町字藤野協成
同 同 同 尾 崎 正 同 美瑛町字美馬牛大成
同 同 同 外 山 貴 司 同 美瑛町字瑠辺蘂第２
同 同 同 今 野 登 同 美瑛町字美沢川向大正山
同 同 同 北 村 碩 啓 空知郡上富良野町西２線北３１号
同 同 同 井 村 昭 次 同 上富良野町西６線北２２号
同 同 同 菅 野 博 和 同 上富良野町西１２線北３６号
同 同 同 数 山 善 一 同 上富良野町西１３線北３２号
同 同 同 布 施 紀 昭 同 中富良野町字中富良野新田中農場
同 同 同 池 田 俊 宏 同 中富良野町字中富良野伊藤農場
同 同 同 北 本 正 俊 同 中富良野町字中富良野吉井農場
同 同 監 事 � 嶋 章 広 同 中富良野町字中富良野福原農場
同 同 同 安 達 治 泰 同 上富良野町西７線北２８号
退 任 同 ２３．３．１０ 理 事 岡 田 幸 男 上川郡美瑛町字北瑛第２
同 同 同 本 山 久 和 同 美瑛町字美沢早崎
同 同 同 大 西 政 博 同 美瑛町字瑠辺蘂第３
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退 任 平成２３．３．１０ 理 事 齊 藤 愃 上川郡美瑛町字美沢美生
同 同 同 坂 上 勝 美 同 美瑛町字藤野協成
同 同 同 尾 崎 正 同 美瑛町字美馬牛大成
同 同 同 北 村 碩 啓 空知郡上富良野町西２線北３１号
同 同 同 井 村 昭 次 同 上富良野町西６線北２２号
同 同 同 菅 野 博 和 同 上富良野町西１２線北３６号
同 同 同 数 山 善 一 同 上富良野町西１３線北３２号
同 同 同 布 施 紀 昭 同 中富良野町字中富良野新田中農場
同 同 同 池 田 俊 宏 同 中富良野町字中富良野伊藤農場
同 同 同 北 本 正 俊 同 中富良野町字中富良野吉井農場
同 同 監 事 � 嶋 章 広 同 中富良野町字中富良野福原農場
同 同 同 中 � 実 同 上富良野町西９線北２９号

北海道告示第１９９号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 函館市日浦町１５７の１・１５８・１５９・１６３・１６４・１６８の１・

１６９（以上７筆について次の図に示す部分に限る。）、３３２
２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島総合振
興局産業振興部林務課及び函館市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２００号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第２項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 爾志郡乙部町字花磯１・４の１（以上２筆について次の

図に示す部分に限る。）
２ 指 定 の 目 的 風害の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道檜山振興局
産業振興部林務課及び乙部町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２０１号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 保安林の所在場所 石狩市浜益区床丹１３４９の５地先・１３４９の５・１３５３の１・千代

志別１３４９の４・幌９６７の１地先・９６７の１・１０１１の１（以上２筆
地先５筆について次の図に示す部分に限る。）、１０１０の１、床
丹８８２

� 指 定 の 目 的 水源のかん養
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所 石狩市厚田区小谷２８０地先（次の図に示す部分に限る。）、
１２６、２０１の１、２０１の２、２４８の２、２８０、２９２の２から２９２の４
まで、２９２の１１、２９２の３５、２９２の４０から２９２の４９まで、２９２の５４
から２９２の５６まで、２９２の７１から２９２の７５まで

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
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� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所 広尾郡大樹町字光地園１９の８・２８の１（以上２筆について次
の図に示す部分に限る。）、２８の５、１７８の１

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

４� 保安林の所在場所 松前郡松前町字原口１７５・１９１から１９５まで・１９７の３から１９７
の５まで・２０３の２・２０８・２０９・２７１・２７２（以上１４筆について
次の図に示す部分に限る。）、２０２

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

５� 保安林の所在場所 岩内郡岩内町字東山２の１・２の１０・２の１１・２の３０（以上
４筆について次の図に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局及
び振興局の産業振興部林務課並びに石狩市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２０２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 勇払郡厚真町字軽舞７６６・７７３（以上２筆について次の

図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 解 除 の 理 由 指定理由の消滅
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道胆振総合振興局産業振興部林務課及び厚真町
役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２０３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 帯広市八千代町２５９の１（次の図に示す部分に限

る。）
２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 解 除 の 理 由 用排水路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝総合振興局産業振興部林務課及び帯広市
役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２０４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林 中川郡豊頃町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
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� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林 中川郡豊頃町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 霧害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道十勝総合振
興局産業振興部林務課及び豊頃町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２０５号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件の変更に係る保 石狩市（次の図に示す部分に限る。）

安林の所在場所
� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
石狩市（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更に係る保 天塩郡遠別町（次の図に示す部分に限る。）
安林の所在場所

� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 指定施業要件の変更に係る保 寿都郡黒松内町（次の図に示す部分に限る。）
安林の所在場所

� 保安林として指定された目的 霧害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局及
び振興局の産業振興部林務課並びに石狩市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２０６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３３条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第１８９条
の規定により、その通知の内容を中富良野町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成２３
年農林水産省告示第４５５号のとおりである。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
所在が不分明な者
空知郡中富良野町字フラヌ１９９７の１所在の森林について所有権を有する 片山 啓二
空知郡中富良野町字上富良野２２３９の６所在の森林について所有権を有する

株式会社エシック
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空知郡中富良野町字上富良野２２３９の６所在の森林について所有権を有する
有限会社菱和コーポレーション

北海道告示第２０７号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３３条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第１８９条
の規定により、その通知の内容を関係市役所の掲示場に掲示した。その要旨は、平成２３年農
林水産省告示第４９７号のとおりである。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 所在が不分明な者

名寄市風連町字西風連３１３、３１４所在の森林について所有権を有する 村山 利雄
名寄市風連町字西風連３２１所在の森林について所有権を有する 山崎 ヨシ子
名寄市風連町字西風連３２５、３２９の１所在の森林について所有権を有する 田中 邦雄
名寄市風連町字西風連５４２、５４３所在の森林について所有権を有する 斉藤 長一郎
名寄市風連町字西風連５４８所在の森林について所有権を有する 藤川 恒一
名寄市風連町字西風連６３０、６３１所在の森林について所有権を有する 佐藤 友一
名寄市風連町字池の上２１０所在の森林について所有権を有する 田村 宣雄

� 掲 示 場 所 名寄市役所
２� 所在が不分明な者

富良野市２２８３の３、２２８３の４、２２８３の７、２２８３の８、２２８３の４２、２２８３の９０から２２８３の
９２まで所在の森林について所有権を有する 日下 博將
� 掲 示 場 所 富良野市役所

北海道告示第２０８号

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第１１条第１項ただし書の規定により、次のとおり土
地に立ち入る旨、通知があった。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 起業者の名称 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
２ 事 業 の 種 類 北海道新幹線建設工事及び附帯工事
３ 立ち入ろうとす 松前郡福島町字館崎
る土地の区域 上磯郡知内町字湯ノ里、字重内、字中ノ川及び字森越

上磯郡木古内町字建川、字鶴岡、字新道、字本町、字木古内、字大
平、字札苅、字幸連、字橋呉及び字亀川
北斗市茂辺地、茂辺地市ノ渡、柳沢、三好、水無、桜岱、添山、押

上、大工川、中野、清川、千代田、清水川、開発、白川、稲里、市渡
及び村山
亀田郡七飯町字鶴野、字飯田町、字桜町及び字緑町

４ 立 入 期 間 平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで

北海道告示第２０９号

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定により、次のとおり事業の認定をした。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 起 業 者 の 名 称 学校法人つくし学園
� 事 業 の 種 類 第２つくし保育園（仮称）建設事業
� 起 業 地
ア 収 用 の 部 分 千歳市北信濃地内
イ 使 用 の 部 分 なし

� 事業の認定をした理由 次のとおり（「次のとおり」は省略し、北海道建設部総務
課及び千歳市に備え置いて、一般の縦覧に供する。）


 起業地を表示する 千歳市役所
図 面 の 縦 覧 場 所

２� 起 業 者 の 名 称 せたな町
� 事 業 の 種 類 せたな町立国保病院大成診療所保全事業及び医師住宅保全

事業
� 起 業 地
ア 収 用 の 部 分 久遠郡せたな町大成区都地内
イ 使 用 の 部 分 なし

� 事業の認定をした理由 次のとおり（「次のとおり」は省略し、北海道建設部総務
課及びせたな町に備え置いて、一般の縦覧に供する。）


 起業地を表示する せたな町役場大成総合支所
図 面 の 縦 覧 場 所

北海道告示第２１０号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
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路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

道道 音調津陣屋線 広尾郡広尾町字音調津７５３番地先から同郡広 平成２３．３．２９
北海道十勝総合振興局 尾町字音調津７５番地先まで
帯 広 建 設 管 理 部
道道 帯 広 浦 幌 線 河東郡音更町宝来本通６丁目１番８地先から 同
北海道十勝総合振興局 同郡音更町宝来南１条７丁目１番１地先まで
帯 広 建 設 管 理 部
道道 豊頃糠内芽室線 中川郡幕別町字美川４０番１地先から同郡幕別 同 ２３．３．３１
北海道十勝総合振興局 町字美川６２番４地先まで
帯 広 建 設 管 理 部
道道 幕 別 大 樹 線 中川郡幕別町字五位７２４番地先から同郡幕別 同
北海道十勝総合振興局 町字中里６９番１地先まで
帯 広 建 設 管 理 部

北海道告示第２１１号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道十勝総合振興局帯広建設管理部に
備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道
２ 路 線 名 上士幌士幌音更線
３ 道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
河東郡上士幌町字上音更東４線 前 ６０．９２�から １５０．００� ――２７０番２地先から同郡上士幌町 ７１．１０�まで
字上音更東３線２６９番１地先ま
で 後 ６０．９２�から １５０．００� ――７２．５９�まで

北海道告示第２１２号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 土砂災害警戒区域の箇所番号

茂尻川（�－２４－１０６０）

� 土砂災害警戒区域の表示
檜山郡江差町字緑丘（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

２� 土砂災害警戒区域の箇所番号
新栄町右沢川（�－２４－０９７０）

� 土砂災害警戒区域の表示
檜山郡江差町字東山（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

３� 土砂災害警戒区域の箇所番号
新栄町沢川（�－２４－０９８０）

� 土砂災害警戒区域の表示
檜山郡江差町字東山（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

（「次の図」は省略し、その図面を北海道渡島総合振興局函館建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第２１３号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

南茅部尾札部１０（�－２－１７２－１２１０）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
函館市尾札部町（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
南茅部尾札部１１（�－２－１７３－１２１１）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
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函館市尾札部町（次の図のとおり）
� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
江差新地３（�－２－４１２－１４５０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
檜山郡江差町字新地町（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
陣屋左沢川（�－２４－１０７０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
檜山郡江差町字円山（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
浜益送毛１（Ｉ－０－２８９－２８９）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

６� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
浜益送毛２（�－０－２９０－２９０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項

次の図のとおり
７� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

浜益送毛３（�－０－２９１－２９１）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

８� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
送毛川左の沢（�－０３－０６６０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

９� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
送毛川左１の沢（�－０３－０６７０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１０� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
送毛川（�－０３－０７００）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
送毛川右の沢（�－０３－０７１０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
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石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）
� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
送毛川１の沢（�－０３－０７２０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区送毛（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を関係総合振興局建設管理部に備え置いて縦覧に供す
る。）

北海道告示第２１４号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第６項において準用する同条第１項の規定に
より、次のとおり都市計画区域を変更する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 夕張都市計画区域に係る事項
� 都市計画区域の名称 夕張都市計画区域
� 都市計画区域から除外される土地
夕張市鹿島、鹿島明石町、鹿島千年町、鹿島錦町、鹿島宝町、鹿島富士見町、鹿島緑
町、鹿島栄町、鹿島弥生町、鹿島代々木町、鹿島春日町、鹿島北栄町、鹿島常盤町、鹿
島白金並びにこれらの区域に隣接する国有地
（この都市計画区域の図は北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置く）

２ 稚内都市計画区域に係る事項
� 都市計画区域の名称 稚内都市計画区域
� 新たに都市計画区域に含まれる土地の区域
稚内市西浜４丁目、宝来３丁目、宝来４丁目及び声問５丁目の各一部

� 都市計画区域に含まれる土地の区域
ア 稚内市西浜１丁目から３丁目まで、富士見１丁目から５丁目まで、ノシャップ、ノ
シャップ１丁目から５丁目まで、恵比須１丁目から３丁目まで、恵比須５丁目、宝来
１丁目から２丁目まで、宝来４丁目から５丁目まで、中央１丁目から５丁目まで、開

運１丁目から２丁目まで、港１丁目から２丁目まで、港４丁目から５丁目まで、新港
町、新末広町、末広１丁目から５丁目まで、大黒１丁目から５丁目まで、潮見１丁目
から５丁目まで、緑１丁目から５丁目まで、こまどり１丁目から５丁目まで、栄１丁
目から５丁目まで、萩見１丁目から５丁目まで、朝日１丁目から６丁目まで、富岡１
丁目から６丁目まで、若葉台、若葉台１丁目から３丁目まで、はまなす１丁目から５
丁目まで及び声問１丁目から３丁目までの全域、西浜４丁目、恵比須４丁目、宝来３
丁目、緑６丁目、港３丁目、声問４丁目、声問５丁目並びに新光町の各一部
イ 稚内市大字稚内村字ヤムワッカナイ２６６４番及び２８１６番、字クサンル２５４７番、字エノ
シコマナイ１６１７番から１６２２番まで、１６２７番から１６３６番まで、１６３８番、１６４２番から１６４７
番まで、１６５３番、１８４１番から１８４４番まで、１８５４番、１８５７番から１８６４番まで、２２４４番、
２２５０番、２２５２番、２２５９番、２２６３番、２２６５番及び２２７３番
ウ 稚内市大字声問村字コエトイ原野、字ナイホホチ、字ナイボボチ、字ナイポポチ、
字ナエボボチ、字ナエポポチ、字ホント及び字ポントの全域、字声問６１２１番、６６２９番、
６６３２番、６６３３番、６８９６番、６８９７番、６８９９番から６９０１番まで、６９０７番から６９０９番まで、
６９１４番、６９１５番、６９２５番、６９２６番、６９３０番から６９３３番まで、６９５０番から６９５５番まで、
６９５６番の一部、６９５７番の一部及び８２６８番、字下声問４４２８番の一部、４７５１番から４７５４番
まで及び４７５５番の一部、字声問原野９２３番、４０６８番の一部及び４０６９番の一部、字上声
問原野４２７８番の一部及び４２８０番、字下声問原野８１８番、９８６番及び１１０３番、字コエトイ
７６６番、字サラキトオマナイ９６６番の一部、字サラキトオマナイ原野２１６６番、字サラキ
トマナイ６６４２番及び６６４３番の各一部並びにこれら区域に隣接する港湾敷地、稚内公園
敷地及び稚内霊苑敷地並びにこれらの区域に介在する国有地及び道有地、市有地の全
部並びにこれらの区域の地先公有水面

� 都市計画区域から除外される土地
ア 稚内市港３丁目、声問４丁目及び声問５丁目の各一部
イ 稚内市大字声問村字声問６３５番、６９０３番から６９０５番、６９５６番の一部、６９５７番の一部、
６９５８番、６９５９番及び６９６１番、字下声問４４２８番の一部、４７５５番の一部、５８７９番の一部及
び８３６８番、字声問原野４０６８番及び４０６９番の各一部、字上声問原野４２７８番の一部、字コ
エトイ７１２番及び２２１５番、字サラキトオマナイ９６６番の一部、字サラキトマナイ６６４２番
の一部、６６４３番の一部、６６４５番及び６６４７番並びにこれら区域に隣接する国有林の区域
及び声問川の河川区域
（この都市計画区域の図は北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置く）

北海道告示第２１５号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条の２第１項の規定により、次のとおり準都市
計画区域を指定する。
平成２３年３月２９日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 準都市計画区域の名称 端野準都市計画区域
２ 準都市計画区域に含まれる土地の区域
� 北見市端野町二区１番から５番まで、９番、１３番、１４番、１６番から２１番まで、２４番、
２７番、２８番、３０番から３５番まで、３７番、４２番から４６番まで、５９番から６１番まで、６２番の
一部、６３番、６５番から６７番まで、７３番、１１２番、１１３番、１６８番、１６９番、１７１番、２０５番か
ら２１３番まで、２１９番から２２１番まで、２２５番、２２９番、２３３番、２３４番の一部、２３５番、２４０
番、２４５番、２５１番から２５５番まで、２５７番、２５８番、２６０番、２６１番、２６５番、２６６番、２６９番
から２７３番まで、２７５番から２８２番まで、２８４番から２８７番まで、２８９番から２９２番まで、２９８
番、３００番、３０１番、３０３番から３０７番まで、３０９番から３１１番まで、３１５番、３１７番から３２２
番まで、３２８番から３３４番まで、３３６番から３４２番まで、３４４番から３５３番まで、３５５番、３６７
番、３７０番から３７２番まで、３７６番、３８０番、３９０番、３９５番、３９６番、４０８番から４１１番まで、
４１５番、４１８番、４１９番、４２７番から４３５番まで、４３７番から４４０番まで、４４３番の一部、４４６
番から４５３番まで、４５５番から４５９番まで、４６２番から４６９番まで、４７１番、４７６番、４７７番、
４７９番から４８４番まで、４８９番、４９１番、４９３番、４９６番、４９７番、４９９番、５００番、５０２番、
５０４番、５０５番、５０７番、５１０番から５２４番まで、５２６番から５２９番まで、５３４番から５３７番ま
で、５４２番から５４４番まで、５４６番、５４８番から５５０番まで、５５４番、５５５番、５５８番、５６０番、
５６１番、５６３番、５６５番、５６６番、５６８番、５７０番から５７５番まで、５７８番、５８２番から５８５番ま
で、５８７番、５８８番、６０１番、６０３番、７２６番の一部、７２７番から７３１番まで、７３４番、７３８番
から７４３番まで、７４４番の一部、７４５番の一部、７４７番、７４８番の一部、７４９番の一部、７５０
番の一部、７５１番の一部、７５２番の一部、７５４番、７５５番、７５７番、７５８番、７６１番、７６２番、
７６４番、７６５番、７６６番の一部、７６８番、７７０番から７７２番まで、７７４番、７７６番、７７７番、７７９
番から７８３番まで、７８９番、７９０番、７９２番の一部、７９３番の一部、９８１番から９８７番まで、
９８８番の一部、９８９番、９９１番、１１６１番の一部、１１６２番から１１６９番まで、１１７１番、１１７２番、
１１７４番の一部、１１９１番の一部、１１９２番から１３１６番まで、１３１９番、１３２２番の一部、１３２３番
の一部、１３２４番の一部、１３３０番の一部、１３３１番及びこれら区域に介在する国有地、市有
地の全部並びにこれら区域に隣接する市道端野町１７号線の一部及び一級河川常呂川の一
部

� 北見市端野町三区１番、２番、４番から８番まで、１０番から１６番まで、１８番から２３番
まで、３６番、３８番、３９番、４１番、４２番、４４番から５６番まで、５８番、６２番から７０番まで、
７２番から７５番まで、７７番から８３番まで、８５番、８７番、９０番、９３番、９９番、１００番、１０２番、
１０４番、１０６番、１０８番から１１０番まで、１１２番、１１４番から１２７番まで、１２９番、１３１番、１３４
番、１３６番から１４７番まで、１４９番、１５０番、１５２番から１６２番まで、１６４番、１６６番、１６８番、
１７０番、１７２番、１７５番から１８５番まで、１８８番、１９１番から１９３番まで、１９５番から２０２番ま
で、２０４番、２１３番、２１５番から２５４番まで、２５７番、２５９番、２６０番、２６２番、２６４番から２６９
番まで、２８４番から２９２番まで、２９４番から３０５番まで、３１８番、３２０番から３３２番まで、３３４

番から３４１番まで、３４３番から３４９番まで、３５１番から３５９番まで、３６１番、３６２番、３６５番か
ら３６７番まで、３６９番、３７１番から３７４番まで、３７７番から３７９番まで、３８４番から４０３番まで、
４０５番から４３４番まで、４３８番から４４０番まで、４４３番、４４４番、４４７番から４４９番まで、４５１
番から４５６番まで、４６０番から４６２番まで、４６４番、４６５番、４６７番、４７０番から４７２番まで、
４７７番から４８０番まで、４８３番、４８５番から４９０番まで、４９４番、４９６番、４９７番、５０２番から
５０５番まで、５１０番、５１１番、５１３番から５１５番まで、５１８番、５３７番から５４３番まで、５４５番
から５４７番まで、５４９番から５５１番まで、５５３番、５５５番から５５７番まで、５６０番、５６１番、
５６３番から５７７番まで、５７９番から５９３番まで、５９５番、５９８番から６０１番まで、６０３番、６０４
番、６０６番、６０８番、６１１番、６１５番から６２０番まで、６２２番から６２４番まで、６２６番の一部、
６２７番、６３０番の一部、６３２番、６３３番、６３５番の一部、６３６番の一部、６３７番の一部、６３８番
の一部、６４１番、６６１番から６６３番までの各一部、７１３番の一部、８６９番、８７１番、８７３番、
８７５番、８７８番、８７９番、８８１番、８８３番、１００１番から１００９番まで、１０１０番の一部、１０１１番
から１０８８番まで、１０９４番、１０９５番の一部、１０９６番の一部、１０９７番の一部、１０９８番の一部、
１０９９番の一部、１１００番の一部、１１０２番、１１１２番及びこれら区域に介在する国有地、道有
地、市有地の全部並びにこれら区域に隣接する道道川向端野線の一部、市道端野町１０号
線の一部及び一級河川常呂川の一部

� 北見市端野町端野１番から３番まで、５番、１１番から１３番まで、１６番、１８番から２０番
まで、２５番、２９番、３０番、３２番から３６番まで、３８番から４７番まで、４９番から５３番まで、
５５番から６６番まで、６８番から７１番まで、７３番、７４番、７６番から７９番まで、８１番、８３番、
８４番、８７番から８９番まで、９２番、９３番、９５番、９６番、９８番から１０１番まで、１０３番から
１１３番まで、１１５番から１１７番まで、１１９番、１２１番、１２３番から１２６番まで、１４０番から１４４
番まで、１４６番から１５８番まで、１６０番、１６１番、１６３番、１６６番から１７６番まで、１７８番、
１７９番、１８３番から１９０番まで、１９２番、１９４番、１９５番、１９７番、１９８番、２０２番、２０３番、
２２１番、２２８番、２３３番、２３８番、２５８番、２６１番及びこれら区域に介在する道有地、市有地
の全部並びにこれら区域に隣接する一級河川常呂川の一部
（北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置く準都市計画区域図のとおり）

北海道告示第２１６号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
その都市計画の図書は、北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置いて、一般の縦覧
に供する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 函館圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
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（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
２ 函館圏都市計画区域区分に係る事項
� 都市計画の種類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更する土地の区域
函館市入舟町、港町２丁目、湯浜町、湯川町１丁目、戸倉町、上湯川町及び高松町
の各一部
函館市海岸町、湯浜町及び湯川町１丁目各地先（地先公有水面）
北斗市飯生１丁目、大工川２丁目、押上２丁目、本町、市渡、稲里、白川、清水川、
向町１丁目、向町２丁目及び村内の各一部
七飯町本町６丁目、本町８丁目、大川９丁目、大川１０丁目、字桜町及び字飯田町の
各一部
イ 市街化区域から市街化調整区域に変更する土地の区域
函館市戸倉町、日吉町２丁目、滝沢町及び上湯川町の各一部

ウ 市街化区域への変更を保留する土地の区域
函館市弁天町地先（地先公有水面）
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３ 函館圏都市計画臨港地区に係る事項
� 都市計画の種類 臨港地区
� 都市計画を定めた土地の区域
追加する土地の区域
函館市港町２丁目の一部及び海岸町地先（地先公有水面）
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４ 函館圏都市計画道路に係る事項
� 都市計画の種類 道路
� 都市計画を定めた土地の区域
種 別 名 称 起 点 終 点 主な経過地
幹線街路 ３・４・４７号 文 教 通 函館市日吉町 函館市戸倉町 函館市高丘町

１丁目
同 ３・５・６１号 日吉が丘通 函館市深堀町 函館市日吉町 函館市花園町

２丁目
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

５ 旭川圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

６ 旭川圏都市計画区域区分に係る事項

� 都市計画の種類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更する土地の区域
旭川市９条西１丁目、川端町４条４丁目及び５丁目、本町２丁目、神居町忠和、神
居８条１４丁目及び１５丁目、忠和３条１丁目、高砂台１丁目、台場２条２丁目、台場３
条１丁目及び神楽岡１条４丁目の各一部
東神楽町字東神楽の一部

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更する土地の区域
旭川市９条通１丁目、９条西１丁目、川端町４条４丁目、本町２丁目、金星町３丁
目、東３条５丁目から７丁目まで、神居町忠和、神居８条１５丁目及び１６丁目、台場４
条１丁目及び神楽岡１条４丁目の各一部
ウ 市街化区域への変更を保留する土地の区域
なし
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

７ 旭川圏都市計画下水道に係る事項
� 都市計画の種類 下水道
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 名 称 旭川公共下水道
イ 変更した部分
� 排水区域に編入する土地の区域
旭川市神居８条、高砂台、台場２条、台場３条、神居町忠和、忠和３条及び東神
楽町字東神楽の各一部

	 排水区域から除外する土地の区域
旭川市神楽岡１条、台場４条、９条西、９条通、川端町４条、本町及び東３条及
び金星町の各一部
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

８ 帯広圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

９ 帯広圏都市計画区域区分に係る事項
� 都市計画の種類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更する土地の区域
音更町北明台、新通北２丁目、字音更基線、字音更東１線、希望が丘及び緑が丘の
各一部
イ 市街化区域から市街化調整区域に変更する土地の区域
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幕別町札内桜町及び旭町の各一部
ウ 市街化区域への変更を保留する土地の区域
なし

（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
１０ 千歳恵庭圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項

都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１１ 千歳恵庭圏都市計画区域区分に係る事項
� 都市計画の種類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更する土地の区域
恵庭市西島松の一部

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更する土地の区域
なし

ウ 市街化区域への変更を保留する土地の区域
なし

（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
１２ 北見都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項

都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１３ 北見都市計画区域区分に係る事項
� 都市計画の種類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更する土地の区域
なし

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更する土地の区域
なし

ウ 市街化区域への変更を保留する土地の区域
なし

（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
１４ 留辺蘂都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項

都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１５ 夕張都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１６ 留萌都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１７ 稚内都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１８ 美唄奈井江都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

１９ 赤平都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２０ 滝川都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２１ 砂川都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２２ 富良野都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２３ 当別都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２４ 福島都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２５ 長万部都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２６ 北檜山都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２７ 今金都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
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２８ 南幌都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２９ 長沼都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３０ 栗山都都市計画市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３１ 上川都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３２ 美瑛都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３３ 上富良野都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３４ 下川都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３５ 美深都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３６ 増毛都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３７ 羽幌都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３８ 鵡川都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３９ 清水都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４０ 標茶都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４１ 弟子屈都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４２ 中標津都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４３ 稚内都市計画臨港地区に係る事項
� 都市計画の種類 臨港地区
� 都市計画を定めた土地の区域
追加する土地の区域
稚内市開運１丁目、２丁目及び新港町の各一部
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４４ 旭川圏都市計画道路に係る事項
� 都市計画の種類 道路
� 都市計画を定めた土地の区域

種 別 名 称 起 点 終 点 主な経過地
幹線街路 ３・３・８号 金 星 橋 通 旭川市字近文 旭川市新星町 旭川市大雪通

５線２号 ３丁目
同 ３・３・１８号 大 雪 通 旭川市神居町 旭川市永山町 旭川市永山２

雨紛 １３丁目 条１丁目
同 ３・３・２０号 永山東光線 旭川市永山町 旭川市東光１１ 旭川市豊岡４

９丁目 条３丁目 条３丁目
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

北海道告示第２１７号

平成１８年北海道告示第４３６号（都市計画法第３４条第８号の３の区域等の指定）で指定した
区域を次のとおり変更したので、都市計画法施行条例（平成１５年北海道条例第２号）第２条
第５項において準用する同条第４項により告示する。
その関係図面は、北海道建設部まちづくり局都市計画課及び北海道渡島総合振興局函館建
設管理部建設行政室建設指導課並びに七飯町役場に備え置いて縦覧に供する。
平成２３年３月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
指定した土地の区域（土地の区域を示す図面のとおり）
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亀田郡七飯町字本町の一部、大川７丁目の一部、大川１０丁目の一部及び字大川の一部

総 合 振 興 局 告 示 及 び
振 興 局 告 示

北海道石狩振興局告示第３号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年３月２９日

北海道石狩振興局長 荒 川 剛
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� デジタル複写機等の賃貸借 一式（２台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）
� デジタル複写機等の賃貸借 一式（２台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）
� デジタル複写機等の賃貸借 一式（３台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）
２ 落札を決定した日
平成２３年３月１４日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社エム・マツバラ
� 住 所 札幌市豊平区月寒東４条９丁目５番１１号
４ 落札金額
� 基本料金 １月当たり ２８，５５０円
１枚から５，０００枚まで １枚当たり ２．４円
５，００１枚から１０，０００枚まで １枚当たり ２．４円
１０，００１枚以上 １枚当たり ２．４円

� 基本料金 １月当たり ３８，３００円
１枚から１０，０００枚まで １枚当たり ２．４円
１０，００１枚から３０，０００枚まで １枚当たり ２．４円
３０，００１枚から５０，０００枚まで １枚当たり ２．４円
５０，００１枚以上 １枚当たり ２．４円

� 基本料金 １月当たり ５７，５００円
１枚から５，０００枚まで １枚当たり ２．４円
５，００１枚から１０，０００枚まで １枚当たり ２．４円
１０，００１枚から２０，０００枚まで １枚当たり ２．４円
２０，００１枚以上 １枚当たり ２．４円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年２月１５日付け北海道石狩振興局告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道石狩振興局地域政策部総務課
� 所在地 札幌市中央区北３条西７丁目

北海道上川総合振興局告示第５７号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２３年３月２９日

北海道上川総合振興局長 窪 田 毅
１ 入 札 に 付 す 事 項
� 調達をする物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び数量（調達予定数量）
Ａ重油 ３９３，０００リットル

� 調達をする物品等の仕様等 ＪＩＳ規格 １種２号
� 契 約 期 間 平成２３年５月１６日から平成２４年３月３１日
� 納 入 場 所 入札説明書による。
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２３年北海道告示第７号に規定する物品の購入の資格（暖房燃料）を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和５０年法律第９６号）第２４条第１項の規定による
石油販売業の届出をしていること。

� 発注を受けた日から３日以内に納入が可能なこと。
３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまで定める
ところにより、２の�及び�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければな
らない。
ア 申 請 の 時 期 平成２３年３月２９日から同年４月２２日まで（日曜日及び土曜日

を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０７９－８６１０ 旭川市永山６条１９丁目１番１号
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北海道上川総合振興局地域政策部総務課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道上川総合振興局地域政策部総務課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 旭川市永山６条１９丁目１番１号 北海道上川合同庁舎２階

２０４号会議室（送付による場合は、郵便番号０７９－８６１０ 旭川
市永山６条１９丁目１番１号 北海道上川総合振興局地域政策部
総務課）

� 入 札 日 時 平成２３年５月９日（金）午後２時（送付による場合は、同月
６日までに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

７ 一連の調達契約に関する事項
この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期
� 名称及び数量
Ａ重油 １３，８００リットル

� 予 定 時 期 平成２３年９月頃
８ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、北海道上川総合振興局のホームページ（http : //www.

kamikawa.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/ka-soumu/H23Ajuuyu）におい
てダウンロードすることができる。

９ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のウ及び３の�による。

１０ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、
、�から�まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道上川総合振興局地域政策部総務課
� 所 在 地 郵便番号０７９－８６１０ 旭川市永山６条１９丁目１番１号

電話番号０１６６－４６－５９０７
１１ Summary

Ａ Nature and quantity of the products to be procured :

Fuel oil A (JIS class 1, No. 2) Approximately 393,000 liter

Ｂ Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M, May 9, 2011

(If mailed bids must arrive no later than May 6, 2011)

Ｃ Contact :

Administrative Division, Department of Regional Promotion, Kamikawa General

Subprefectural Bureau, Hokkaido Government, 1-1, 19-choume, 6-jo, Nagayama, Asahikawa

079-8610 Japan

Phone : 0166-46-5907

北海道留萌振興局告示第３７号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年３月２９日

北海道留萌振興局長 高 田 久
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 複写機等の賃貸借その１
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

� 複写機等の賃貸借その２
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

� 複写機等の賃貸借その３
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

� 複写機等の賃貸借その４
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）


 複写機等の賃貸借その５
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

� 複写機等の賃貸借その６
デジタルカラー複写機の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単
価）

� 複写機等の賃貸借その７
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

� 複写機等の賃貸借その８
デジタル複写機等の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）

� 複写機等の賃貸借その９
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デジタルカラー複写機の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１枚当たりの単
価）

２ 落札を決定した日
平成２３年３月４日

３ 落札者の氏名及び住所
� 複写機等の賃貸借その１及びその４
ア 氏 名 株式会社栄進堂
イ 住 所 留萌市栄町２丁目５番２８号

� 複写機等の賃貸借その２
ア 氏 名 株式会社ビジネスＰＬＵＳ
イ 住 所 留萌市海運町１丁目２番１７号

� 複写機等の賃貸借その３及びその５
ア 氏 名 カタ事務機 片岸 政勝
イ 住 所 留萌市沖見町６丁目

� 複写機等の賃貸借その６
ア 氏 名 株式会社浜田商事
イ 住 所 留萌市旭町２丁目


 複写機等の賃貸借その７及びその８
ア 氏 名 株式会社旭屋書店
イ 住 所 苫前郡羽幌町南３条３丁目７番地の２

� 複写機等の賃貸借その９
ア 氏 名 富士ゼロックス北海道株式会社
イ 住 所 札幌市中央区大通西６丁目１番地

４ 落札金額
� 複写機等の賃貸借その１
基本料金 １月当たり ３４，０００円
複写料金 １枚当たり ３．９０円

� 複写機等の賃貸借その２
基本料金 １月当たり ２５，９００円
複写料金 １枚当たり ４．９０円

� 複写機等の賃貸借その３
基本料金 １月当たり ３２，０００円
複写料金 １枚当たり ３．８０円

� 複写機等の賃貸借その４
基本料金 １月当たり ４２，０００円

複写料金 １枚当たり ３．６０円

 複写機等の賃貸借その５
基本料金 １月当たり ２１，０００円
複写料金 １枚当たり ４．２５円

� 複写機等の賃貸借その６
基本料金（モノクロ複写料金２，０００枚までを含む。） １月当たり ５２，４００円
複写料金 モノクロ ２，００１枚から８，０００枚まで １枚当たり ５．００円

８，００１枚以上 １枚当たり ４．２０円
カラー １枚から１，０００枚まで １枚当たり ３４．００円

１，００１枚以上 １枚当たり ２７．５０円
� 複写機等の賃貸借その７
基本料金 １月当たり ２６，０００円
複写料金 １枚から１，０００枚まで １枚当たり ４．６０円

１，００１枚から５，０００枚まで １枚当たり ４．６０円
５，００１枚以上 １枚当たり ４．５０円

� 複写機等の賃貸借その８
基本料金 １月当たり ２１，０００円
複写料金 １枚から１，０００枚まで １枚当たり ４．６０円

１，００１枚以上 １枚当たり ４．６０円
� 複写機等の賃貸借その９
基本料金 １月当たり １，０００円
複写料金 モノクロ １枚から２００枚まで １枚当たり ２．３３円

２０１枚から５００枚まで １枚当たり ２．２７円
５０１枚以上 １枚当たり ２．２１円

カラー １枚から１，０００枚まで １枚当たり １０．００円
１，０００枚から３，０００枚まで １枚当たり ９．００円
３，００１枚以上 １枚当たり ８．７０円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年２月８日付け北海道留萌振興局告示第３号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 複写機等の賃貸借その１からその５までについては、北海道留萌振興局地

域政策部総務課、複写機等の賃貸借その６については、北海道留萌振興局森
林室管理課、複写機等の賃貸借その７からその９までについては、北海道留
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萌振興局留萌建設管理部建設行政室建設行政課
� 所在地 留萌市住之江町２丁目１番地２

道 立 緑 ヶ 丘 病 院 告 示

北海道立緑ヶ丘病院告示第１８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年３月２９日

北海道立緑ヶ丘病院長 東 端 憲 仁
１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
北海道立緑ヶ丘病院庁舎清掃洗濯電話交換業務 一式

２ 落札を決定した日
平成２３年３月１４日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 東京美装北海道株式会社
� 住 所 札幌市中央区北３条西３丁目１番地
４ 落札金額
４０，７４０，８４０円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年１月２１日付け北海道立緑ヶ丘病院告示第１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道立緑ヶ丘病院庶務課
� 所在地 河東郡音更町緑が丘１番地

道 議 会 告 示

北海道議会告示第１号

平成７年北海道議会告示第１号（北海道議会議員の資産等の公開に関する規程）の一部を
次のように改正する。
平成２３年３月２９日

北海道議会議長 石 井 孝 一
北海道議会議員の資産等の公開に関する規程の一部を改正する規程

北海道議会議員の資産等の公開に関する規程（平成７年北海道議会告示第１号）の一部を

次のように改正する。
別記第３号様式中「先物取引の事業・雑所得」を「先物取引の事業・譲渡・雑所得」に
改める。

附 則

この規程は、平成２３年３月２９日から施行する。

道選挙管理委員会告示

北海道選挙管理委員会告示第１２号

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１９２条第１項の規定に基づき、平成２２年７月１１日執
行の参議院選挙区選出議員選挙に関し、候補者の出納責任者から提出のあった同法第１８９条
第１項の規定による選挙運動に関する収支報告書の要旨を別冊のとおり公表する。
その別冊は、北海道選挙管理委員会事務局及び各支所に備え置いて一般の閲覧に供する。
平成２３年３月２９日

北海道選挙管理委員会委員長 永 井 利 幸

道 収 用 委 員 会 告 示

北海道収用委員会告示第１号

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定に基づき、次の者に送達すべき
次の書類は、北海道収用委員会事務局（札幌市中央区北３条西６丁目）において保管してあ
るので、該当者は来庁の上受領されたい。
なお、当該書類を受領しないときは、平成２３年４月１８日の経過をもって同項の規定に基づ
く通知があったものとみなされる。
平成２３年３月２９日

北海道収用委員会会長 山 口 均
１ 書類の名称
平成２３年３月１８日付けで裁決した権利取得及び明渡しに係る裁決書正本

２ 書類の送達を受けるべき者の住所及び氏名

住 所 氏 名

不明
ただし、土地登記記録上の住所
名古屋市千種区春岡通四丁目１８番地

李 節子
（通称名 宮本節子）
ただし、土地登記記録上の氏名 宮本節子
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道 公 安 委 員 会 規 則

北海道暴力団の排除の推進に関する条例施行規則をここに公布する。
平成２３年３月２９日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子
北海道公安委員会規則第４号

北海道暴力団の排除の推進に関する条例施行規則
（趣旨）
第１条 この規則は、北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号。
以下「条例」という。）第２５条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるも
のとする。
（暴力団事務所の開設及び運営を禁止する区域の基準となる施設）
第２条 条例第１９条第１項第９号に規定する公安委員会規則で定める施設は、次に掲げる施
設とする。
� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１３４条第１項に規定する各種学校（小学校、中
学校又は高等学校の課程に準ずる課程を置くものに限る。）

� 社会教育調査規則（昭和３５年文部省令第１１号）第３条第１１号に規定する青少年教育施
設
（当該者と密接な関係を有する者）
第３条 条例第２１条に規定する当該者と密接な関係を有する者として公安委員会規則で定め
るものは、次に掲げるものとする。
� 当該者が条例第１４条第１項の規定に違反する行為をした疑いがあると認められる者で
ある場合は、当該者が威力を利用した暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をい
う。）の代表者又はこれに代わる者

� 当該者が条例第１４条第２項の規定に違反する行為をした疑いがあると認められる者で
ある場合は、当該者が利用した暴力団員等（条例第２条第３号に規定する暴力団員等を
いう。）

� 当該者が条例第１４条第３項の規定に違反する行為をした疑いがあると認められる者で
ある場合は、当該者に物品を譲り渡した者又は当該物品を不正の方法を用いて取得した
者

� 当該者が条例第１５条第１項の規定に違反する行為をした疑いがあると認められる者で
ある場合は、当該者から財産上の利益の供与を受けた者


 当該者が条例第１７条第２項の規定に違反する行為をした疑いがあると認められる者で
ある場合は、当該者が不動産の譲渡等（同条第１項に規定する不動産の譲渡等をい
う。）をした契約の相手方（当該契約の媒介をした者を含む。）及び当該契約に係る不

動産を暴力団事務所（条例第２条第４号に規定する暴力団事務所をいう。）として使用
し、又は管理している者

� 前各号に掲げるもののほか、当該者と雇用、使用その他の関係にある者であって、当
該者の違反行為を知り得る状況にあると認められるもの
（報告等の徴収の手続）
第４条 北海道公安委員会（以下「公安委員会」という。）は、条例第２１条の規定により報
告又は資料の提出を要求するときは、当該要求の相手方に対し、次に掲げる事項を記載し
た報告・資料提出要求書（別記様式第１号）を送達して行うものとする。この場合におい
て、口頭による報告の聴取を必要と認めるときは、当該報告を求めることができる。
� 要求の理由
� 要求の内容
� 報告又は資料の提出の方法、期限及び場所（口頭による報告を求めるときは、その旨
並びに出頭すべき日時及び場所）

� 正当な理由がなく報告又は資料の提出を拒んだ場合における条例上の取扱い
２ 条例第２１条に規定する報告又は資料の提出は、口頭による報告を行う場合を除き、報
告・資料提出書（別記様式第２号）を提出して行うものとする。
３ 公安委員会は、第１項の規定による要求に当たっては、報告・資料提出書の提出の期限
（口頭による報告を求めるときは、出頭すべき日時）までに相当な期間をおいて行うもの
とする。
４ 第１項の規定による要求を受けた者が正当な理由がないのに期限までに報告・資料提出
書を提出せず、又は出頭すべき日時に出頭しないときは、報告又は資料の提出を拒んだも
のとみなす。
（口頭による報告の聴取）
第５条 公安委員会は、口頭による報告の聴取をするときは、警察本部長が指定する警察職
員に当該報告を聴取させるものとする。
２ 公安委員会は、口頭による報告の聴取をする相手方の申出により又は職権で、出頭すべ
き日時又は場所を変更することができる。この場合において、当該申出は、出頭すべき日
時又は場所の変更を求めるやむを得ない理由を記載した報告日時等変更申出書（別記様式
第３号）を提出して行うものとする。
３ 公安委員会は、前項の規定により出頭すべき日時若しくは場所を変更し、又はこれを変
更しなかったときは、報告日時場所変更等通知書（別記様式第４号）により、速やかにそ
の旨を同項の申出者に通知しなければならない。
（提出資料の取扱い）
第６条 公安委員会は、条例第２１条の規定による資料の提出を受けたときは、提出資料目録
（別記様式第５号）を作成し、その写しを提出者に交付しなければならない。
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２ 公安委員会は、提出者が提出した資料の所有権を放棄する旨の意思を表示したときは、
所有権放棄書（別記様式第６号）を徴することとする。
３ 公安委員会は、必要がなくなったときは、提出者から所有権放棄書を徴収した場合を除
き、提出を受けた資料を速やかに提出者に返還しなければならない。この場合において、
当該資料の返還は、還付請書（別記様式第７号）と引き換えに行わなければならない。
（勧告の方法）
第７条 条例第２２条の規定による勧告は、勧告の原因となる事実及び勧告の内容を記載した
勧告書（別記様式第８号）により行うものとする。
（公表の方法等）
第８条 条例第２３条第１項の規定による公表は、北海道公報への登載及びインターネットの
利用により行うものとする。
２ 前項の公表の内容は、公表に係る者の氏名及び住所（法人である場合は、その名称及び
代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）並びに公表の原因となる事実とする。
（意見を述べる機会の付与）
第９条 公安委員会は、条例第２３条第２項の規定により意見を述べる機会を付与するときは、
当該機会を付与する相手方に対し、次に掲げる事項を記載した意見の聴取通知書（別記様
式第９号）により通知するものとする。この場合において、口頭による意見の聴取を必要
と認めるときは、その旨を通知するものとする。
� 予定される公表の原因となる事実
� 公表の理由
� 公表の根拠となる条例の条項
� 意見の申述の方法、期限及び場所（口頭による意見の申述とするときは、その旨並び
に出頭すべき日時及び場所）

２ 条例第２３条第２項の規定による意見の申述は、口頭による場合を除き、申述書（別記様
式第１０号）を提出して行うものとする。この場合において、意見の申述を行う者は、公安
委員会に対し、証拠となる資料を提出することができる。
３ 公安委員会は、第１項の規定による通知に当たっては、申述書の提出の期限（口頭によ
る意見の申述とするときは、出頭すべき日時）までに相当な期間をおいて行うものとする。
４ 第１項の規定による通知を受けた者が、正当な理由がないのに期限までに申述書を提出
せず、又は出頭すべき日時に出頭しないときは、意見を述べる機会を与えたものとみなす。
（準用規定）
第１０条 第５条の規定は口頭による意見を述べる機会の付与について、第６条の規定は意見
の申述を行う者が公安委員会に提出した資料の取扱いについて準用する。この場合におい
て、第５条中「口頭による報告」とあるのは「口頭による意見」と、「当該報告」とある
のは「当該意見」と、「報告日時等変更申出書（別記様式第３号）」とあるのは「意見の

聴取日時等変更申出書（別記様式第１１号）」と、「報告又は資料の提出変更等通知書（別
記様式第４号）」とあるのは「意見の聴取変更等通知書（別記様式第１２号）」と読み替え
るものとする。
（代理人）
第１１条 第４条第１項の規定による要求を受けた者又は第９条第１項の規定による通知を受
けた者（以下「当事者」という。）は、代理人を選任することができる。
２ 代理人は、各自、当事者のために、報告若しくは資料の提出又は意見の申述に関する一
切の行為をすることができる。
３ 当事者は、代理人選任届出書（別記様式第１３号）を公安委員会に提出して代理人の資格
を証明しなければならない。
４ 当事者は、代理人がその資格を失ったときは、代理人資格喪失届出書（別記様式第１４
号）によりその旨を公安委員会に届け出なければならない。
附 則

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。
別記様式第１号（第４条関係）

（表）

第 号
年 月 日

報告・資料提出要求書

殿

北海道公安委員会 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２１条の
規定により、あなたに対し、次のとおり報告又は資料の提出を要求します。

記

報告又は資料の提出を
求 め る 理 由

報 告 を 求 め る 内 容
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提出を求める資料の内容

報告又は資料の提出期限 年 月 日（ 曜日）
まで時 分ころ

報告又は資料の提出先

（〒 － ）

電話 （内線）
ＦＡＸ

備 考

報告又は資料の提出に際しての注意事項は裏面のとおりです。

注１ 口頭による報告を求める場合は、備考にその旨並びに出頭すべき日時及び場所を
記載すること。
２ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを添付するこ
と。
３ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

（裏）

報告又は資料の提出に際しての注意事項

１ 正当な理由がなく報告又は資料の提出を拒んだときは、北海道暴力団の排除の
推進に関する条例第２３条第１項の規定により、北海道公安委員会は、その旨を公
表することがあります。

２ 「報告・資料提出書」には、「報告・資料提出要求書」の通知番号及び日付、
あなたの住所及び氏名並びに報告又は提出資料の内容を記載して提出してくださ
い。
なお、口頭による報告を求められた場合は、出頭の際に「報告・資料提出書」
を持参してください。ただし、資料の提出を行わない場合は必要ありません。

３ 提出期限までに「報告・資料提出書」の提出がないとき（口頭による報告の場
合は、出頭すべき日時及び場所に出頭しないとき）は、これを拒んだものとみな
します。

４ 口頭による報告を求められた場合で、あなたが病気その他のやむを得ない理由

があるときには、北海道公安委員会に対し、「報告日時等変更申出書」により報
告の日時又は場所の変更を申し出ることができますので、「報告・資料提出要求
書」の報告・資料提出先欄に記載されている所属に連絡してください。
なお、報告の日時又は場所を変更するか否かについては、「報告日時場所変更
等通知書」にて通知いたします。

５ 報告又は資料の提出に際して、あなたに代わって代理人を選任できますので、
その際は、報告又は資料の提出前に「代理人選任届出書」を北海道公安委員会に
提出してください。

６ あなた又はあなたの代理人が、口頭による報告期日に出頭する場合は、必ずこ
の「報告・資料提出要求書」を持参してください。

別記様式第２号（第４条関係）

報告・資料提出書

年 月 日

北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２１条の

規定により報 告
資料の提出を要求されましたので、次のとおり

報告
提出します。

記

報告・資料提出要求書
の通知番号及び日付

第 号
年 月 日

報告又は提出資料の内容
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備 考

注１ 不用な文字は、横線で消すこと。
２ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを添付するこ
と。
３ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記様式第３号（第５条関係）

報告日時等変更申出書

年 月 日

北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２１条の
規定により口頭による報告の要求を受けましたが、次のとおり出頭すべき日時又は
場所の変更を申し出ます。

記

報 告 ・ 資 料 提 出 要 求 書
の 通 知 の 番 号 及 び 日 付

第 号
年 月 日

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで

変更申出事項

通知事項
時 分ころ

場 所

変更希望

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで
時 分ころ

場 所

変 更 申 し 出 の 理 由

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記様式第４号（第５条関係）

第 号
年 月 日

報告日時場所変更等通知書

殿

北海道公安委員会 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例施行規則（平成２３年北海道公安委員会規
則第４号）第５条第３項の規定により、出頭すべき日時又は場所を次のとおり
変 更 し た
変更しなかったので通知します。

記

報告・資料の提出要求書の通知
番号及び日付

第 号
年 月 日

□ 出頭すべき日時又は場所を変更する

北 海 道 公 報 第����号 ６９平成２３年３月２９日（火曜日）



変 更 事 項

変 更 前

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで
時 分ころ

場 所

変 更 後

日 時 年 月 日（ 曜日）まで時 分ころ

場 所

□ 出頭すべき日時又は場所を変更しない

出頭すべき日時又は場所を変更
しない理由

注１ 不要な文字は、横線で消すこと。
２ 該当する□の中に�印を付けること。
３ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記様式第５号（第６条関係）

提出資料目録

年 月 日

北海道公安委員会 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例施行規則（平成２３年北海道公安委
員会規則第４号）第６条第１項（第１０条の規定により準用する場合を含む。）
の規定により提出者が提出した下記目録の資料を受領した。

記

事 案 の 件 名

提

出

氏 名

住 所

者

提 出 を 受 け た
年 月 日 年 月 日

目 録

番 号 標 目 数 量 所有者の氏名及び住所 備 考

取 扱 者 官職
氏名 印

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記様式第６号（第６条関係）

所有権放棄書

年 月 日
北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

下記目録の物件について所有権を放棄します。

記

目 録
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番 号 標 目 数 量 所 有 者 の 氏 名 及 び 住 所 備 考

取 扱 者 官職
氏名 印

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。
別記様式第７号（第６条関係）

還付請書

年 月 日
北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

下記目録の物件の還付を受け、領収しました。

記

目 録

番 号 標 目 数 量 所 有 者 の 氏 名 及 び 住 所 備 考

取 扱 者 官職
氏名 印

注１ 目録欄の記載は、取扱者において行うこと。
２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記様式第８号（第７条関係）

第 号
年 月 日

勧告書
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殿

北海道公安委員会 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２２条の
規定により、次のとおり勧告します。

記

勧告の原因となる事実

勧 告 の 内 容

この勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧告に従わなかったときは、北海道
暴力団の排除の推進に関する条例第２３条第１項の規定により、その旨を公表するこ
とがあります。

注１ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを添付するこ
と。
２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記様式第９号（第９条関係）
（表）

第 号

年 月 日

意見の聴取通知書

殿

北海道公安委員会 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２３条第
１項の規定による公表に際し、同条第２項の規定により、あなたに対し、次のとお
り意見を述べる機会を付与するので通知します。

記

予定される公表の
原因となる事実

公 表 の 理 由

公表の根拠となる
条 例 の 条 項

申述書の提出期限 年 月 日（ 曜日） まで時 分ころ

申述書の提出先

（〒 － ）

電話 （内線）
ＦＡＸ

備 考

意見の聴取に際しての注意事項は裏面のとおりです。

注１ 口頭による意見の聴取を行う場合は、備考にその旨並びに出頭すべき日時及び場
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所を記載すること。
２ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを添付するこ
と。
３ 規格は、A列４番縦長とする。

（裏）

意見の聴取に際しての注意事項

１ 「申述書」には、「意見の聴取通知書」の番号及び日付、あなたの住所及び氏
名並びに公表の原因となる事実その他当該事実の内容についての意見を記載して
提出してください。
なお、口頭による意見の聴取が行われる場合は、「申述書」の提出は必要あり
ません。

２ 意見を述べるときは、証拠資料を提出することができます。

３ 提出期限までに「申述書」の提出がないとき（口頭による意見の聴取の場合に
おいて、出頭すべき日時及び場所に出頭しないとき）は、意見を述べる機会を与
えたものとみなします。

４ 口頭による意見の聴取を行う旨の通知を受けた場合で、あなたが病気その他の
やむを得ない理由があるときには、北海道公安委員会に対し、「意見の聴取日時
等変更申出書」により意見の聴取の日時又は場所の変更を申し出ることができま
すので、「意見の聴取通知書」の申述書の提出先欄に記載されている所属に連絡
してください。

なお、意見の聴取の日時又は場所を変更するか否かについては、「意見の聴取
変更等通知書」にて通知いたします。

５ 意見の申述に際して、あなたに代わって代理人を選任できますので、その際は、
意見の申述前に「代理人選任届出書」を北海道公安委員会に提出してください。

６ あなた又はあなたの代理人が、口頭による意見の聴取期日に出頭する場合は、
必ずこの「意見の聴取通知書」を持参してください。

別記様式第１０号（第９条関係）

申述書

年 月 日

北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２３条第
２項の規定により意見を述べる機会を付与されましたので、次のとおり意見を申し
述べます。

記

意見の聴取通知書の通知番号
及び日付

第 号

年 月 日

公表の原因となる事実その他
当該事案の内容についての意
見

備 考

注１ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを添付するこ
と。
２ 規格は、A列４番縦長とする。
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別記様式第１１号（第１０条関係）

意見の聴取日時等変更申出書

年 月 日

北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第２３条第
２項の規定による意見を述べる機会の付与を行う旨の通知を受けましたが、次のと
おり口頭による意見の聴取の日時又は場所の変更を申し出ます。

記

意見の聴取通知書の通知番号
及び日付

第 号
年 月 日

変更申出事項

通知事項

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで
時 分ころ

場 所

変更希望

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで
時 分ころ

場 所

変 更 申 出 の 理 由

注 規格は、A列４番縦長とする。

別記様式第１２号（第１０条関係）

第 号
年 月 日

意見の聴取変更等通知書

殿

北海道公安委員会 印

北海道暴力団の排除の推進に関する条例施行規則（平成２３年北海道公安委員会規
則第４号）第１０条で準用する第５条第３項の規定により、出頭すべき日時又は場所

を次のとおり変 更 し た
変更しなかったので通知します。

記

意見の聴取通知書の通知番号
及び日付

第 号
年 月 日

□ 意見の聴取の日時又は場所を変更する

変 更 事 項

変 更 前

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで
時 分ころ

場 所

変 更 後

日 時
年 月 日（ 曜日）

まで
時 分ころ

場 所

□ 意見の聴取の日時又は場所を変更しない

意見の聴取日時又は場所を変更
しない理由
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注１ 不要の文字は、横線で消すこと。
２ 該当する□の中に�印を付けること。
３ 規格は、A列４番縦長とする。

別記様式第１３号（第１１条関係）

代理人選任届出書

年 月 日

北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

私は、北海道暴力団の排除の推進に関する条例（平成２２年北海道条例第５７号）第
２１ 条
２３条第２項の規定により、

報告又は資料提出の要求
意見を述べる機会の付与を受けましたが、次の者を代理

人として選任し、報告又は資料の提出意 見 の 申 述に関する一切の行為をすることを委任します。

記

報告・資料の提出要求書又は
意見の聴取通知書の通知番
号及び日付

第 号

年 月 日

代 理 人 の 住 所

代 理 人 の 氏 名

代 理 人 と の 関 係

注１ 不要な文字は、横線で消すこと。
２ 規格は、A列４番縦長とする。

別記様式第１４号（第１１条関係）

代理人資格喪失届出書

年 月 日

北海道公安委員会 殿

住所

氏名 印

私は、 年 月 日に北海道公安委員会に対し、代理人選任届出書を提出しま
したが、当該代理人がその資格を失ったので、本書をもって届け出します。

記

報告・資料の提出要求書又は
意見の聴取通知書の通知番
号及び日付

第 号

年 月 日

資格を喪失した代理人の住所
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資格を喪失した代理人の氏名

注 規格は、A列４番縦長とする。

道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２３年３月２９日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子

北海道公安委員会規則第５号

道路交通法施行細則の一部を改正する規則

道路交通法施行細則（昭和４７年北海道公安委員会規則第１１号）の一部を次のように改正す

る。

第３条の２第１項第１号中「規制」の次に「（高速自動車国道の本線車道（令第２７条の２

に規定する本線車道を除く。）にあっては１００キロメートル毎時、その他の道路にあっては

６０キロメートル毎時を超える最高速度の規制、軌道敷内通行可の規制、駐車可の規制及び停

車可の規制を除く。）」を加え、同項第２号中「規制の」を「規制（高速自動車国道の本線

車道（令第２７条の２に規定する本線車道を除く。）にあっては１００キロメートル毎時、その

他の道路にあっては６０キロメートル毎時を超える場合を除く。）の」に改め、同号イ中

「（最高速度の規制が令第１１条に定める速度以下の場合に限る。）」を削る。

別表４中

「
一般国道３６号 札幌市中央区北１条西４丁目２番２から苫小牧市字

錦岡３６番まで

一般国道３６号 苫小牧市字錦岡から白老郡白老町高砂４丁目まで

一般国道３６号 登別市登別東町４丁目から室蘭市海岸町１丁目まで
」

を

「
一般国道３６号 札幌市中央区北１条西４丁目２番２から室蘭市海岸

町１丁目まで
」

に、

「
一般国道２３５号 苫小牧市字沼ノ端２５５番から浦河郡浦河町大通２丁

目３２番まで
」

を
「
一般国道２３５号 苫小牧市字沼ノ端９０２番７から浦河郡浦河町大通２

丁目３２番まで
」

に改め、
「
一般国道２３５号 苫小牧市字沼ノ端から苫小牧市字沼ノ端２５５まで

」
を削り、
「
一般国道３３７号 石狩郡当別町ビトエから石狩市生振（生振高架橋）

まで

一般国道３３７号 石狩郡当別町蕨岱３１０６から石狩郡当別町字当別太
７３２番１９まで

一般国道３３７号 石狩市新港南２丁目から小�市銭函３丁目３０６番ま
で

一般国道３３７号 夕張郡長沼町南長沼東３南７から江別市美原４５４番
４まで

一般国道３３７号 千歳市錦町３丁目から夕張郡長沼町東９線南６まで

一般国道３３７号 千歳市平和１から千歳市流通３まで
」

を
「
一般国道３３７号 夕張郡長沼町南長沼東３南７から石狩市生振（生振

高架橋）まで

一般国道３３７号 石狩市新港南２丁目から小�市銭函３丁目３０６番ま
で

一般国道３３７号 千歳市錦町３丁目から夕張郡長沼町東９線南６まで

一般国道３３７号 千歳市平和１から千歳市中央８５２番１３８まで
」

に、
「
道道 占冠インター線 勇払郡占冠村字シムカプ原野４８番５地先から勇払郡

占冠村字シムカプ原野４８番２地先まで
」

７６北 海 道 公 報 第����号平成２３年３月２９日（火曜日）



を
「
道道 占冠インター線 勇払郡占冠村字シムカプ原野４８番５地先から勇払郡

占冠村字シムカプ原野４８番２地先まで

道道 北見津別線 網走郡津別町字本町１４６番２地先から北見市北上７３９
番１地先まで

道道 北見置戸線 北見市北上７３９番１地先から北見市北上３３８番３４地先
まで

」
に、
「
市道 鳥取西通線 釧路市鳥取大通６丁目から釧路市鳥取南６丁目まで

」
を
「
市道 鳥取西通 釧路市鳥取大通６丁目から釧路市鳥取南６丁目１番

１地先まで

市道 北上西７号南道路 北見市北上２７２番２地先から北見市北上８２４番１地先
まで

」
に改める。

別記様式第１６号中「１０�」を「８．５６�」に、
「

７
�

」
を
「

５
．４
０
�

」
に改める。

別記様式第１６号の２中「１０�」を「８．５６�」に、
「

７
�

」
を
「

５
．４
０
�

」
に改める。

附 則

この規則は平成２３年４月１日から施行する。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第１６０号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項の規定により、一般競争入
札に参加する者に必要な資格を定めた。
平成２３年３月２９日

北海道警察本部長 殿 川 一 郎
１ 資格及び調達をする物品等の種類

平成２３年度において道が締結しようとする�に定める契約に係る一般競争入札に参加す
る者に必要な資格は、�に定めるものとし、当該契約により調達をする地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第２条第２号
に規定する物品等の種類は、�に定めるものとする。
� 契 約 平成２３年３月２９日に一般競争入札の公告を行うデジタル解析図

化システムの賃貸借契約
� 資 格 デジタル解析図化システムの賃貸借契約に関する資格（以下

「資格」という。）
� 物 品 等 の 種 類 デジタル解析図化システム
２ 資 格 要 件
平成１６年北海道告示第４４７号の１の�、�、
及び�によるほか、次による。

� 調達物品を賃貸借できることを証明した者であること。
� 調達物品に関し、保守点検が可能な者であること。
３ 資格審査の申請の時期及び方法
� 申 請 の 時 期 資格審査の申請は、平成２３年３月２９日から同年４月１５日まで

（日曜日及び土曜日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで
の間にしなければならない。

� 申 請 の 方 法 資格審査の申請は、次に掲げる申請書類の提出先に、当該提出
先の指示により作成した申請書類を提出することにより行わなけ
ればならない。

ア 提出先の名称 北海道警察本部総務部会計課
イ 提出先の所在地 札幌市中央区北２条西７丁目

４ 資格審査の再申請並びに資格の有効期間及び当該期間の更新手続並びに資格の喪失
平成１６年北海道告示第４４７号の３の�のアからウまで及び�、４の�及び�並びに５の

�による。

北海道警察本部告示第１６１号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２３年３月２９日

北海道警察本部長 殿 川 一 郎
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
デジタル解析図化システムの賃貸借 一式（１月当たりの単価）
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� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書による。
� 契 約 期 間 平成２３年６月１日から平成２８年５月３１日まで。ただし、予算

の範囲内で、当該契約期間を変更することがあり得る。
� 履 行 場 所 契約担当者が指定する場所
２ 入札に参加する者に必要な資格
平成２３年北海道警察本部告示第１６０号に規定するデジタル解析図化システムの賃貸借契
約に関する資格を有すること。
３ 契約条項を示す場所
北海道警察本部総務部会計課

４ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市中央区北２条西７丁目 北海道警察本部１階入札会場

（送付による場合は、郵便番号０６０－８５２０ 北海道警察本部総
務部会計課）

� 入 札 日 時 平成２３年５月９日 午後２時（送付による場合は、同月６日
午後５時までに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
５ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

６ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ３に同じ
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量１００グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、北海道警察のホームページ（http : //www.police.pref.

hokkaido.lg.jp/）でダウンロードすることができる。
７ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）第１５１条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。
８ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、
、�、�及び�から�までによるほか、次に

よる。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所 在 地 郵便番号０６０－８５２０ 札幌市中央区北２条西７丁目

電話番号０１１－２５１－０１１０ 内線 ２２３９
９ Summary

Ａ The nature and quantity of the products to be purchased : Dejital Photogrammetric Analyze

Measurement System, 1 set

Ｂ Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., May 9, 2011

(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 6, 2011)

Ｃ Contact : Finance Division, General Affairs Department, Hokkaido Prefectural Police

Headquarters, Nishi 7-chome, kita 2-jo, Chuo-ku, Sapporo 060-8520 Japan

Phone : 011-251-0110 Extension 2239

７８北 海 道 公 報 第����号平成２３年３月２９日（火曜日）


